
(2)改正内容

１．制度の名称（通称可） 自動車の検査

２．根拠法令 道路運送車両法第５章

②完成検査終了証の有効期間延長。国連の車両・装置等の型式
認定相互承認協定に加盟し、装置型式指定制度を創設。

③車両総重量８トン未満のトラック等の検査期間の延長

３．担当部署名 国土交通省自動車交通局技術安全部技術企画課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　審査課（車両第三係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　整備課（事業監督係）

(1)改正年度

①平成６年７月（法律改正）

②平成１０年５月（法律改正）

③平成１１年５月（法律改正）

見直し作業の結果公表＜検査検定制度＞

４．当該制度に係る過去５年間
の制度改正状況

５．今回の見直し作業の結果

見直し作業の実施方法 該当なし

(3)背景事情

①自動車の技術進歩及び自動車の使用形態の多様化に伴い、自
動車使用者による自主的な保守管理を促す必要があるため。

②自動車及び装置・部品の国際流通の円滑化を図るため、基準
及び認証等の制度について国際的な整合性を図ることが重要で
あるため。

③自動車の技術進歩を踏まえ、自動車使用者の負担軽減を図る
ため。

①自動車使用者の保守管理責任の明確化、点検項目の簡素化等



ａ ：自己確認・自主保安化を行った。

ｂ ：第三者認証化を行った。

ｃ ：国又は代行機関（指定検査機関等）

による実施とした。

　自動車の使用は、毎年、膨大な死傷者が発生している交通事
故問題、排出ガス、騒音による環境悪化問題を惹起しており、
自動車使用者による自主的な保守管理が十分実施されていない
現状から、自動車使用者自らの維持管理責任のみには委ねられ
ない。このため、国が必要最小限の検査の義務を課し、基準不
適合車を排除することにより、自動車使用者に確実な維持管理
の実施を促すとともに、不正な改造を防止しているものであ
り、今後とも、国による必要最小限の関与が必要である。
　なお、欧米等の諸外国においても、同様の目的で検査が実施
され、検査の導入・強化は世界の趨勢となっている。

(1)検討結果（選択式）

(1)検討結果

維持する必要がある。
(2)理由

②第三者認証化

　装置型式指定制度により、型式認定相互承認協定の他の加盟
国で型式を指定された装置については、日本の基準に適合して
いるものとして、自動車の型式指定の際の審査を省略してい
る。

５－２．自己確認・自主保安
を基本とした仕組み（自己責
任を重視した考え方）への転
換の状況

(2)上記の説明

 既に自己確認・自主保安化、第三者認証化及び指定検査機関等
による実施を行っている。

(3)理由

①自己確認・自主保安化

　軽二輪自動車、小型特殊自動車及び原動機付自転車について
は、その構造が簡単である等のため、自動車使用者による自主
的な保守管理が容易であることから、自動車使用者自らが安全
性等の確認を行うこととし、検査の義務を課していない。型式
の指定を受けた自動車については、自動車制作者等自らが安全
性等の確認を行い、完成検査修了証を発行することにより、新
規検査時に国による現車の確認を省略することとしている。

５－１．国が関与した仕組み
として維持する必要があるか
どうか



　また、一定の要件を満たした株式会社等による指定制度（い
わゆる民間車検）を導入している。これは、民間の整備工場の
うち設備、技術、管理組織等について一定の要件を満たすもの
を国が指定し、確実に点検整備を行い基準に適合していること
を確認した場合に限り、自動車の国又は軽自動車検査協会への
提示を省略する制度である。なお、平成１３年度から型式指定
に係る審査について、平成１４年度から検査場における検査に
ついて、独立行政法人に移行することとしている。

③国又は代行機関（指定検査期間等）

　軽自動車について、認可法人の軽自動車検査協会が検査を
行っている。これは、軽自動車が他の自動車と比べ、規格によ
る寸法、排気量の制約があるため、構造・装置が画一的である
ことから、国の適切な監理の下、同協会に検査を行わせている
ものである。

②自己責任の考え方に基づ
いた仕組み（自己確認・自
主保安化や、優良事業所等
のインセンティブ制度を指
すものとする。）とするこ
とができないと判断した根
拠等

５－２．においてｃを選択し
た場合

(1)根拠

　自動車の使用は、毎年、膨大な死傷者が発生している交通事
故問題、排出ガス、騒音による環境悪化問題を惹起しており、
自動車使用者による自主的な保守管理が十分実施されていない
現状から、自動車使用者自らの維持管理責任のみには委ねられ
ない。このため、国が必要最小限の検査の義務を課し、基準不
適合車を排除することにより、自動車使用者に確実な維持管理
の実施を促すとともに、不正な改造を防止しているものであ
り、今後とも、国による必要最小限の関与が必要である。

(2)仮に自己責任の考え方に基づいた仕組みとした場合にはどの
ような問題が生じることとなるかを明らかにし、かつ、どのよ
うな事後的措置を講じればこうした問題の発生に対処できると
考えるか

①指定検査機関等に検査の
実施を委ねる仕組みとして
いるものについては、当該
検査機関等として公益法人
要件を課しているかどうか

(1)公益法人要件の有無

　課していない。

(2)公益法人要件のあるものはその理由

　自動車の使用は、毎年、膨大な死傷者が発生している交通事
故問題、排出ガス、騒音による環境悪化問題を惹起しており、
自動車使用者による自主的な保守管理が十分実施されていない
現状から、自動車使用者自らの維持管理責任のみには委ねられ
ない。このため、国が必要最小限の検査の義務を課し、基準不
適合車を排除することにより、自動車使用者に確実な維持管理
の実施を促すとともに、不正な改造を防止しているものであ
り、今後とも、国による必要最小限の関与が必要である。



②指定検査機関等の指定の
条件の国際基準との整合性

③指定検査機関等の指定の
条件の国際基準との整合性

道路運送車両法第76条の10、第76条の11
軽自動車検査協会に関する省令

(2)指定基準の国際整合性（上記指定基準がＩＳＯガイドのどの
条項に適合しているかについて項目ごとに説明）

・国土交通大臣は、前条第１項の規定による認可の申請があっ
た場合において、申請の内容が次の各号の１に該当せず、か
つ、その業務が健全に行われ、軽自動車の安全性の確保及び軽
自動車の安全性の確保及び軽自動車による公害の防止に寄与す
ることが確実であると認められるときは、設立の認可をしなけ
ればならない。（道路運送車両法第76条の11）
　　　　　　　　　　　　　　　　技術については４－２－ｋ
　　　　　　　　　　　　　　管理組織については４－２－ｃ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４－２－ｇ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４－２－ｉ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４－２－ｊ

・協会は、軽自動車の検査事務を行う場合において、軽自動車
が保安基準に適合するかどうかの判定に関する業務について
は、軽自動車検査員に行わせなければならない。（道路運送車
両法第76条の32）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５－１－１

(1)指定基準（根拠法令条項名及びその概要。なお、写しを１部
添付してください。）

・道路運送車両法第９４条の２、第９４条の４
・優良自動車整備事業者認定規則第５条、第６条
・指定自動車整備事業規則第２条、第４条

５－２．においてｂを選択し
た場合

①第三者認証機関の要件と
して公益法人要件を課して
いるかどうか

(1)公益法人要件の有無

　課していない。

(2)公益法人要件のあるものはその理由

(1)指定基準（根拠法令条項名及びその概要。なお、写しを１部
添付してください。）



(2)指定基準の国際整合性（上記指定基準がＩＳＯガイドのどの
条項に適合しているかについて項目ごとに説明）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４－２－ｇ）

　　　　　　　　　　　技術については、４－２－Ｋ）

　　　　　　　　　　　管理組織については、４－２－Ｃ）

・運輸省令で定める基準に適合する設備、技術及び管理組織を
有していること。（道路運送車両法第９４条の２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４－２－ｉ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４－２－ｊ）
・確実に法第９４条の４第１項の自動車検査員を選任しなけれ
ばならない。（道路運送車両法第９４条の２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５－１－１

５－３．基準の国際的整合
化・性能規定化、重複検査の
排除等

①国際整合化（基準の基礎
（性能規定化している場合
にあっては、参照基準）と
して国際規格を用いている
か）。

行っている場合はその状況、行っていない場合はその理由と今
後の見通しについて記載。
　基準の国際整合化については、世界的な基準の統一化に向
け、国連の国際基準調和活動の場を通じ主体的かつ積極的な役
割を果たしており、基準の制定・改訂に当たり国際整合化を最
重点に行うとともに、国連の場において国際整合化が図られた
項目は速やかに日本の基準に導入することとしている。

②性能規定化 行っている場合はその状況、行っていない場合はその理由と今
後の見通しについて記載。

  道路運送車両の保安基準は、既に「性能規定化」を図ってい
るところであり、例えば、ブレーキ装置については停止距離、
排出ガス対策装置については排出ガス濃度等により規定されて
いる。

③重複検査の排除等 検討結果及び背景説明について記載。

  自動車検査は、道路運送車両法に基づく安全・環境基準への
適合性を確認するものであり、重複検査は存在しない。


